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平成２１年産うんしゅうみかん適正生産出荷見通し（案）

１ 平成２１年産うんしゅうみかんの適正生産出荷見通し
(1) 適正出荷量 ８９ 万トン

ア 生食用 ７７．５万トン
イ 加工原料用 １１．５万トン

うち果汁用 ８．５万トン
缶詰用 ３ 万トン

(2) 予想生産量 １０５ 万トン
(3) 適正生産量※ １００ 万トン

、 。※注：適正生産量と適正出荷量の差は 出荷までの減耗分と農家自家消費分である

２ 生産出荷量が適正生産量及び適正出荷量となるように調整するため
に必要な措置

(1) 生産又は出荷を行う者及びこれらの者の組織する団体の措置
平成２１年産うんしゅうみかんの需要量は、過去のすう勢からみ

ると１００万トン程度と予想される一方、生産面ではおもて年に当
たり、予想生産量は１０５万トン程度と見込まれることから、うら
年であった昨年に比べ１４万トン程度生産量が増加する見込みであ
る。

このため、本年は消費者が求める品質の果実を需要に応じて供給
するため、本見通しに基づき、全国段階、府県段階及び産地段階で
生産出荷目標を策定し、以下により計画的な生産出荷に取り組むこ
とが重要である。

なお、今後の天候の推移等によりうんしゅうみかんの品質低下等
のため、需要の減少や価格の低下等が見込まれる場合には、生食用
出荷の削減及び加工原料用の出荷量の増加をはじめとして前述の各
段階の目標の適宜適切な見直しを行う。

ア 計画的な生産
(ｱ) 適正な着果量を確保するため、摘果等の作業を推進しつつ、

果実の品質確保に努めること。
(ｲ) 極早生品種について、需要に見合った生産を推進すること。
(ｳ) 隔年結果の是正に向けた取組に努めること。

イ 計画的な出荷
(ｱ) 出荷計画の策定にあたっては、極早生品種から早生品種への

切り替え、早生品種の一日当たり出荷量の平準化に留意するこ
と。

(ｲ) 出荷計画のずれ込みにより急激に在庫量が増加することを防
ぐため、出荷計画については、果実の成熟状況等に応じて適切
に見直すとともに、関係者へ情報開示することにより、需要と
供給のマッチングを図ること。

(ｳ) 出荷品質基準の徹底により、消費者の嗜好にあった品質の果
実の出荷に努めること。

(ｴ) 加工原料用果実について、長期取引契約による安定取引に努
めるとともに、集荷体制を整備し出荷量の確保を図ること。

(2) 計画的な生産出荷の実施に資するため、所要の事業を行う。

資料 ４
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平成２１年産うんしゅうみかんの予想生産量及び適正生産出荷量（案）

１ 予想生産量

生産流通振興課が実施した平成２１年産うんしゅうみかんの府県の作況予想調査報告

によれば、

・結果樹面積は、前年産よりわずかに減少（９８％）していると見込まれること、

・着花数は、平年より多く、前年産を上回る単収（１１８％）が見込まれること、

・高品質果実生産のため適正摘果の推進が見込まれること、

から、平成２１年産予想生産量は、前年産を上回る１０５万トン（１１６％）程度と見

込む。

過去の予想生産量、適正生産量及び生産実績

平成18年産 平成19年産 平成20年産 平成21年産

予想生産量 108万ｔ 110～113万ｔ 94万ｔ 105万ｔ(推計)

適正生産量 107万ｔ 107万ｔ 94万ｔ

生 産 実 績 84万ｔ 107万ｔ 91万ｔ

（注１）平成２１年産の予想生産量は「うんしゅうみかん生産予想量」（５月１日現在 生産流
通振興課調査）により推定。

（注２）生産実績は、「果樹生産出荷統計」（農林水産省統計部）による。ただし、２０年産は
速報値。

２ 適正生産出荷量

(1) 需要量

１人当たり純食料の推計値を基に、需要量を１００万トン程度と予想。

① １人当たり純食料 5.00 kg

② 人口 127,395 千人 推定人口

③ 純食料 636 千ｔ ①×②

④ 粗食料 848 千ｔ ③÷0.75

⑤ 国内消費仕向量 997 千ｔ ④÷0.85

⑥ 輸出 6 千ｔ

⑦ 消費仕向量 1,003 千ｔ ⑤＋⑥

（注１）②人口は、「日本の将来推計人口」（国立社会保障・人口問題

研究所（18年12月）による。

(2) 適正生産量

１の予想生産量と高品質果実生産への取り組みを勘案し、適正生産量を１００万ト

ンとする。

補足説明資料
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(3) 適正出荷量

近年の用途別出荷量比率等を基に以下のとおりとする。

適正出荷量 89 万ｔ

生食用出荷量 77.5 万ｔ

うち 輸出 0.6 万ｔ

加工原料用出荷量 11.5 万ｔ

うち 果汁用 8.5 万ｔ

缶詰用 3 万ｔ

自家消費・腐敗減耗量 11 万ｔ

合計（適正生産量） 100 万ｔ

３ 適正生産出荷のための留意事項等

(1) 各産地においては、消費者が求める果実の品質を確保しつつ、需要に応じた供

給に努めることが重要である。特に、品質面では出荷時の糖酸度等の品質基準、

出荷計画の策定に際しては極早生品種から早生品種への切り替えの明確化、早生

品種の一日あたり出荷量の平準化に留意する。

(2) また、出荷計画がずれ込み、出荷集中による流通在庫の増大を招いた１９年産

の反省を踏まえ、信頼性のある出荷計画を策定し、産地がこれを遵守する必要が

ある。気象データ及び果実の成熟データの把握に努め、必要に応じて出荷計画を

見直し、流通関係者等にも迅速に開示することにより、需要と供給のマッチング

を図る。

(3) １９年産で見られた出荷計画のずれ込みの要因として、秋の高温が挙げられて

いることから、樹体と着果量のバランスを適切に管理するとともに、シートマル

チ栽培技術等の導入により着色不良対策に努める。

(4) 産地では平成１８年産の不作を契機に、１９年産の生産量１０７万トン（対前

年比：１２７％）に対し２０年産は同８８万トン（同：８２％）となるなど、隔

年結果の振幅が増大しており、果実の安定供給に支障をきたしていることから、

これまで以上に隔年結果を防止するための栽培技術を徹底する必要がある。

補足説明資料
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平成２１年産りんご適正生産出荷見通し（案）

１ 平成２１年産りんごの適正生産出荷見通し

(1) 適正出荷量 ７７ 万トン

ア 生食用出荷量 ６４．５万トン

イ 加工原料用出荷量 １２．５万トン

うち果汁用 １０．５万トン

(2) 予想生産量 ８６ 万トン

(3) 適正生産量※ ８６ 万トン

、 。※注：適正生産量と適正出荷量の差は 出荷までの減耗分と農家自家消費分である

２ 生産出荷量が適正生産量及び適正出荷量となるように調整するため

に必要な措置

(1) 生産又は出荷を行う者及びこれらの者の組織する団体の措置

平成２１年産りんごの需要量は、過去のすう勢からみると８７万

トン程度と予想される一方、予想生産量は８６万トン程度と見込ま

れる。

近年の消費者の嗜好を踏まえれば、生産量と需要量が均衡してい

ても、低品位果実では安定した価格は望めないことから、高品質果

実の生産に力を注ぐことが重要である。

このため、本見通しに基づき、全国段階、道県段階及び産地段階

、 。で生産出荷目標を策定し 以下により計画的な生産出荷に取り組む

ア 計画的な生産

、 。(ｱ) 適正な着果量を確保するため 摘果等の作業を推進すること

特に霜やひょうの気象災害に見舞われた園地については、摘果

が遅れ、着果過多になる傾向が見受けられるため、仕上げ摘果

を的確に行うこと。

(ｲ) 高品質果実の生産に努めること。なお、昨年、つる割れが多

発したほ場にあっては、排水対策を講じる等つる割れ被害の発

生リスクの軽減を図ること。

イ 計画的な出荷

、 。(ｱ) 出荷品質基準の徹底により 高品質果実の出荷に努めること

(ｲ) 加工原料用果実について、長期取引契約による安定的な取引

に努めること。

(2) 計画的な生産出荷の実施に資するため、所要の事業を行う。



平成２１年産りんごの予想生産量及び適正生産出荷量（案）

１ 予想生産量

生産流通振興課が実施した平成２１年産りんごの主産道県の作況予想調査報告によれ

ば、

・結果樹面積は、前年産ほぼ同程度と見込まれること、

・着花数は、平年並みであるが、着果数が多かった前年に比べ、高品質果実生産のた

めの適正摘果の推進が見込まれること、前年産を下回る単収（９４％）と見込まれ

ること、

から、平成２１年産予想生産量は、前年産を下回る８６万トン(前年比：９４％)程度と

見込む。

りんごの過去の予想生産量、適正生産量及び生産実績

平成18年産 平成19年産 平成20年産 平成21年産

予想生産量 86万ｔ 86万ｔ 86万ｔ 86万ｔ(推計)

適正生産量 86万ｔ 86万ｔ 86万ｔ

生 産 実 績 83万ｔ 83万ｔ 91万ｔ

（注１）平成２１年産の予想生産量は「りんご生産予想量」（５月１日現在 生産流通振興課調

査）により推定。

（注２）生産実績は、「果樹生産出荷統計」（農林水産省統計部）による。ただし、２０年産は

速報値。

２ 適正生産出荷量

(1) 需要量

１人当たり純食料の推計値を基に、需要量を８７万トン程度と予想。

① １人当たり純食料 5.06 kg

② 人口 127,395 千人 推定人口

③ 純食料 644 千ｔ ①×②

④ 粗食料 757 千ｔ ③÷0.85

⑤ 国内消費仕向量 841 千ｔ ④÷0.90

⑥ 輸出 25 千ｔ

⑦ 消費仕向量 866 千ｔ ⑤＋⑥

(2) 適正生産量

１の予想生産量と高品質果実生産への取り組みを勘案し、適正生産量を８６万トン

とする。

補足説明資料



(3) 適正出荷量

近年の用途別出荷量比率等を基に以下のとおりとする。

適正出荷量 77 万ｔ

生食用適正出荷量 64.5 万ｔ

うち 輸出 2.5 万ｔ

加工原料用適正出荷量 12.5 万ｔ

うち 果汁用 10.5 万ｔ

その他 2 万ｔ

自家消費・腐敗減耗量 9 万ｔ

合計（適正生産量） 86 万ｔ

３ 適正生産出荷のための留意事項等

（１）２０年産りんごについては、５～６月に青森県を中心に大規模な霜害・ひょう害

が発生したが、着果数が多く、その後は９月のひょう害を除けば天候も良好に推移

したため、果実の肥大も良く、結果として生産量は平年に比べ大きく増加した。し

かし、出荷量の増加に加え、傷害果も多かったことから、卸売価格は平年を大きく

下回る結果となった。

（２）特に霜やひょうの気象災害に見舞われた園地については、摘果が遅れ、着果過多

になる傾向が見受けられるため、仕上げ摘果の的確な実施に留意する。また、気象デ

ータ及び果実の成熟データの把握に努め、必要に応じて出荷計画を見直し、流通関係

者等にも迅速に開示することにより、需要と供給のマッチングを図る。

（３）さらに、昨年は主力品種である「ふじ」等につる割れ果が多発したことから、被害

が発生したほ場にあっては、排水対策を講じる等、つる割れ被害の発生リスクの軽減

に留意する。

（４）また、昨年は霜害、ひょう害、つる割れ果の発生の影響もあり、果汁に仕向けられ

るりんごの量が大幅に増加した。このため、産地においては過剰な果汁在庫が発生し

ており、在庫果汁対策として１年間（平成２１年４月～平成２２年３月）の調整保管

事業を実施している。このような状況に鑑み、２１年度は、果汁用りんごの適正出荷

見通しを、通常年よりも約１万トン少ない１０万５千トンとしている。

補足説明資料
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１ 需給安定対策の概要

、 、 、 、○ 国は 毎年 需給動向を踏まえ 食料・農業・農村政策審議会の意見を聴いて
適正生産出荷見通しを示すこととしている。

○ 見通しの策定を受け、生産者団体等からなる全国、道府県、産地の各段階の果
実生産出荷安定協議会等は、道府県別、産地別、生産者・生産出荷組織別の生産
出荷目標を策定することとしている。

○ 一方、生産者・生産出荷組織は、その目標に即し予定される生産出荷量及びそ
のための調整方法を盛り込んだ生産出荷計画を作成することとしている。

（１） 需給安定対策の流れ

適正生産出荷見通しの策定

全国・道府県・産地段階の生産出荷目標の策定
（果実生産出荷安定協議会）

生産出荷計画の作成
）（生産者・生産出荷組織

摘果等による生産量の調整

加工仕向け等による出荷量の調整

計画の達成⇒出荷量・品質・価格の安定

参 考
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果実等生産出荷安定対策実施要綱（抄）

１ ２ 生 産 第 ２ ７ ７ ４ 号

平 成 １ ３ 年 ４ 月 １ １ 日

農林水産事務次官依命通知

第１ 略

第２ 果実需給安定対策

指定果実について、需給の不均衡を是正するとともに、出荷が集中した場合の影響を緩

和することにより果樹園経営の安定を図るため、以下に定めるところにより、果実需給安定

対策を実施するものとする。

１ 適正生産出荷見通し及び生産出荷目標

(1) 農林水産省生産局長（以下「生産局長」という。）は、毎年、開花状況、需要見通し等を

踏まえ、生産局長が別に定めるところにより、有識者及び生産者団体の意見を聴いた上

で、全国の適正生産量並びに生食用及び加工原料用の用途別の適正出荷量を含む当

年の適正生産出荷見通しを策定し、全果協、指定法人、地方農政局長を通じ（北海道に

あっては直接）知事に通知するものとする。

(2) 全果協は、(1)の適正生産出荷見通しが通知された場合には、都道府県ごとの生産出

荷実績等を勘案して、生産局長が別に定めるところにより、都道府県別の適正生産量並

びに生食用及び加工原料用の用途別の適正出荷量（生食用適正出荷量にあっては、当

年及び各出荷時期区分（当該年産の出荷期間を区分した期間をいう。以下同じ）の適正

出荷量）を含む全国生産出荷目標を策定し、指定法人及び都道府県果協に通知するも

のとする。
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果実等生産出荷安定対策実施要領（抄）

１ ２ 生 産 第 ２ ７ ７ ５ 号

平 成 １ ３ 年 ４ 月 １ １ 日

農林水産省生産局長通知

第１ 果実需給安定対策の実施

果実等生産出荷安定対策実施要綱（平成１３年４月１１日付け１２生産第２７７４号農林水産事

務次官依命通知。以下「要綱」という。）第２の果実需給安定対策の実施については、以下に定

めるところによるものとする。

１ 適正生産出荷見通し及び生産出荷目標

(1) 農林水産省生産局長（以下「生産局長」という。）は、要綱第２の１の(1)の適正生産出荷見通

しには、以下に掲げる事項を、食料・農業・農村政策審議会（生産分科会果樹部会）等の意見

を聴いた上で定めるものとする。

ア 全国の予想生産量

イ 全国の適正生産量

ウ 全国の生食用及び加工原料用の用途別の適正出荷量

エ 全国の生産出荷量がイ及びウの量となるよう調整するために必要な措置に関する基本

的な事項

オ その他指定果実の計画的生産出荷の推進に必要な事項

(2) 要綱第２の１の(2)の全国生産出荷目標には、以下に掲げる事項を定めるものとする。

ア 都道府県別の予想生産量

イ 都道府県別の適正生産量

ウ 都道府県別の生食用及び加工原料用の用途別の適正出荷量並びに出荷時期区分ごと

の生食用適正出荷量

エ 都道府県別の生産出荷量がイ及びウの量となるよう調整するために必要な措置

(ｱ) (1)の適正生産出荷見通し、樹種の特性、需給事情等を踏まえた生産量及び出荷量の

調整に関する基本的な事項

(ｲ) 生食用果実の出荷に当たり、出荷量が集中し需要を大きく上回り、価格の低下が見込

まれる時期（以下「特定時期」という。）において、出荷量の調整をより効果的に実施する

方法として全果協が定めるもの（以下「特別出荷調整」という。）並びにその実施に当たっ

ての基本的な考え方及び都道府県別の特別出荷調整の生食用適正出荷量

(ｳ) うんしゅうみかんについて、各年ごとの生産量の変動を是正するに当たり、生産量の調

整の効果が高く、かつ生産性の向上のために有効であり、それを実施した結果の確認が

容易な方法として全果協が定めるもの（以下「特別摘果」という。）並びにその実施に当た

っての基本的な考え方及び都道府県別の実施面積

オ その他全国の指定果実の計画的生産出荷の推進に必要な事項



６月 ７月～８月 １１月～１２月 １月～３月９月～１０月

果実生育期間
早生温州収穫・出荷
普通温州収穫・貯蔵

極早生温州収穫・出荷
普通温州出荷
（主に静岡県）

見通し

策定

数量配分・出荷計画策定

着果量調整・品質向上対策
（摘果、マルチ等）

計画出荷（極早生）
（１０月中で切上げ）

緊急需給調整特別対策事業（必要時）

計画出荷（早生）
（１１月～１２月）
特別出荷調整実施
（１１月中下旬）

計画出荷（普通）
（１月～３月）

組織内
計画づくり

計画生産に係る取組の
現地調査・指導

出荷状況監視（主要市場）、
産地出荷情報及び市況情報の収集・フィードバック

うんしゅうみかんの計画生産・出荷に係る取組（イメージ）

果実生育・出荷ステージ

計画生産・出荷の流れ

団体・行政による指導体制

-
1
0
-



６月 ７月 １月～翌年８月頃１０月～１２月

果実生育期間
貯蔵りんご出荷
（ほぼ青森県）

見通し

策定

緊急需給調整特別対策事業（必要時）

計画出荷（中晩生）
（１１月～１２月）

計画出荷
（貯蔵）

（１月～５月）

組織内
計画づくり

計画生産に係る取組の
現地調査・指導

出荷状況監視（主要市場）、
産地出荷情報及び市況情報の収集・フィードバック

りんごの計画生産・出荷に係る取組（イメージ）

果実生育・出荷ステージ

計画生産・出荷の流れ

団体・行政による指導体制

中晩生りんご
収穫・貯蔵・出荷

（ｼﾞｮﾅｺﾞｰﾙﾄﾞ、ｼﾅﾉｽｲｰﾄ、ふじ等）

８月～９月

早生りんご
収穫・出荷
（つがる等）

計画出荷（早生）
（８月～１０月）

数量配分・出荷
計画策定

着果量調整・品質向上
対策（摘果、マルチ等）

-
1
1 
-
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２ ２０年産果実の生産及び卸売価格の状況
（１）うんしゅうみかん

注：卸売価格は、１ ２類都市市場の平均卸売価格（６月～翌５月） ＊２０年産は２１年３月までの価格,
資料：果樹生産出荷統計、青果物卸売市場調査

※１８年産うんしゅうみかんについては、梅雨明けが平年より大幅に遅れ、全国的に日照不足で推移したため、生理落果が多かった

こと、９月以降の降雨量が少なく小玉傾向であったこと、一部産地で台風による被害があったこと等から、生産量が適正生産量を

大幅に下回り、卸売価格は平年を大きく上回るものとなっている。

（２）りんご

注：卸売価格は、１ ２類都市市場の平均卸売価格（８月～翌７月） ＊２０年産は２１年３月までの価格,
資料：果樹生産出荷統計、青果物卸売市場調査

※２０年産りんごについては、５～６月に青森県を中心に大規模な霜害・ひょう害が発生したものの、着果数が多く、その後は９月

のひょう害を除けば天候も良好であったため、果実の肥大も良く、生産量は平年に比べ大きく増加した。しかし、出荷量の増加に

加え、傷害果も多かったことから、卸売価格は平年を大きく下回った。
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３ ２１年産生育状況

(1) うんしゅうみかん

３月は平年に比べ気温は低かったが、４月に入ってから全国的に気温が高めに推
移したため、開花期は平年並からやや早くなっている。

また、着花量は、おもて年であることから総じて多いと見込まれている。

○うんしゅうみかん主産県の生育状況（５月１日現在 平年比）

(2) りんご

４月以降高温傾向で推移したため、発芽期、開花期は平年並からやや早いとな
っている。着花量は、ほぼ平年並みと見込まれている。

○りんご（ふじ）主産県の生育状況（５月１日現在 平年比）

県　名 発芽期 開花期 着花量

青森県 平年並 やや早い 平年並

岩手県 平年並 やや早い 平年並

秋田県 平年並 早い 平年並

山形県 平年並 平年並 平年並

福島県 早い やや早い 多い

長野県 早い やや早い 平年並

資料：生産局生産流通振興課調べ

県　名 発芽期 開花期 着花量

静岡県 早い 早い 多い

和歌山県 やや早い やや早い 多い

愛媛県 やや早い やや早い 多い

福岡県 早い やや早い 平年並

佐賀県 早い やや早い 多い

長崎県 早い やや早い やや多い

熊本県 早い やや早い 多い

宮崎県 やや早い やや早い やや早い

資料：生産局生産流通振興課調べ
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